
大槌町住まいの省エネルギー改修推進事業補助金交付要綱 

令和６年３月29日 決裁 

令和８年４月30日 決裁 

令和８年９月29日 決裁 

（目的） 

第１条 2050年カーボンニュートラルの実現に向けて、住宅ストックの省エネルギー（以下「省エネ」という。）化

を推進するため、町内に所在する住宅の所有者が、当該住宅の省エネ性能を向上させるために要する経費に対し、

予算の範囲内で、大槌町補助金交付規則（昭和38年大槌町規則第12号）、大槌町補助金交付規程（平成25年大槌町

訓令第７号）及びこの要綱により補助金を交付する。 

 （定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

 (１) 住宅 町内に存する一戸建ての住宅又はその部分をいう。 

 (２) 仕様基準 「住宅部分の外壁、窓等を通しての熱の損失の防止に関する基準及び一次エネルギー消費量に関

する基準（平成28年国土交通省告示第266号）」の「１ 外壁、窓等を通しての熱の損失の防止に関する基準の

（２）外皮の断熱性能等に関する基準・（３）開口部の断熱性能等に関する基準」をいう。 

 (３) ZEH仕様基準 「住宅部分の外壁、窓等を通しての熱の損失の防止に関する誘導基準及び一次エネルギーの

消費量に関する誘導基準（令和４年国土交通省告示第1106号）」の「１ 外壁、窓等を通しての熱の損失の防

止に関する基準の（２）外皮の断熱性能等に関する基準・（３）開口部の断熱性能等に関する基準」をいう。 

 (４) 省エネ基準 評価方法基準（平成13年国土交通省告示第1347号）において、断熱等性能等級４（結露の発生

を防止する対策に関する基準を除く。）、かつ一次エネルギー消費量等級４を満たす基準をいう。ただし、部分

改修においては、改修する部分が仕様基準を満たす基準をいう。 

 (５) ZEH水準 評価方法基準において、断熱等性能等級５（結露の発生を防止する対策に関する基準を除く。）、

かつ一次エネルギー消費量等級６を満たす基準をいう。ただし、部分改修においては、改修する部分がZEH仕

様基準を満たす基準をいう。 

 (６) 耐震基準 次のアからウまでに掲げるいずれかの要件を満たす基準をいう。 

   ア 昭和56年６月１日以降に確認済証の交付を受けて着工していること 

   イ 大槌町木造住宅耐震改修工事助成事業補助金交付要綱第２条（２）における判定値が、工事の完了までに

1.0以上となること 

   ウ 建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成７年法律第123号）第17条第３項第１号の規定に基づき地震

に対する安全上耐震関係規定に準ずるものとして定める基準（平成18年国土交通省告示第185号）を工事の

完了までに満たすこと 

(７) 第三者機関 建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律（平成27年法律第53号）第14条第１項に規

定する登録建築物エネルギー消費性能判定機関又は建築物のエネルギー消費性能の評価についてこれと同等以

上の能力を有する機関をいう。 

(８) みらいエコ住宅2026事業 「ZEH水準住宅」や「長期優良住宅」の新築、特に高い省エネ性能等を有する

「ＧＸ志向型住宅」の新築及び省エネ改修等への支援を実施し、物価高の影響を受けやすい住宅分野の省エネ

投資の下支えを行う事業をいう。 

(９) 地域の区分 建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令における算出方法等に係る事項（平成28年１月

29日号外国土交通省告示第265号）第３に定めるものをいう。 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付対象者は、次の各号のいずれにも該当する者とする。 

(１) 補助の対象となる住宅を所有している個人 



(２) 町税を滞納していない者 

 （補助対象事業及び補助額） 

第４条 第１条に規定する経費は、次の表の左欄に掲げる区分ごとに同表の中欄に掲げる経費とし、これに対する補

助額は、同表の右欄に定めるとおりとする。 

区分 経費 補助額 

(１) 住宅の省エネ診断 １ 既存住宅の調査費 

２ 既存住宅に係る第三

者機関による評価に要

する経費 

３ その他町長が必要と

認める経費 

当該経費の３分の２に

相当する額以内の額。

ただし、1,000円未満は

切り捨て、１戸当たり

150,000円を上限とす

る。 

(２) 住宅の省エネ化のための計画の策定及び省エネ改

修（ただし、次のアからエまでに掲げる要件を満た

すものに限る。） 

  ア 省エネ改修後の住宅又は改修する部分は、省エ

ネ基準又はZEH水準に適合し、所有するものである

こと。 

  イ 省エネ改修後に、耐震基準に適合すること。 

  ウ 設備の効率化に係る工事費については、開口部

及び躯体等の断熱化工事費と同額以下であるこ

と。 

エ 部分改修する場合にあっては、別表第１及び別

表第２に掲げる要件を満たすこと。    

(４) 住宅の省エネ化に伴う構造補強工事を実施する場

合にあっては、全体改修によりZEH水準に適合するこ

と。 

１ 省エネ改修を行うた

めの調査費 

２ 設計費 

３ 計画策定費 

４ 省エネ改修の内容に

係る第三者機関による

評価に要する経費 

５ 工事費（改修後の住

宅がZEH水準となる省エ

ネ改修と併せて実施す

る構造補強工事に要す

る費用を含む） 

６ その他町長が必要と

認める経費 

【省エネ基準に適合す

る場合】 

当該経費の10分の４に

相当する額以内の額。

ただし、1,000円未満は

切り捨て、１戸当たり

300,000円を上限とす

る。 

 

【ZEH水準に適合する場

合】 

当該経費の10分の８に

相当する額以内の額。

ただし、1,000円未満は

切り捨て、１戸当たり

700,000円を上限とす

る。 

２ 補助事業は、第５条の規定に基づく補助金の交付決定を受けた年度の４月１日以降に開始し、同一年度の２月28 

日までに完了するものとする。 

３ 一の住宅に対する補助金の交付は、区分ごとに１回限りとする。 

 （補助金の交付申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとする者は、大槌町住まいの省エネルギー改修推進事業補助金交付申請書（様式第

１号）に、別表第３に定める書類を添えて町長に提出しなければならない。 

２ 補助金の交付申請は、予算の範囲内で先着順に受け付けるものとする。ただし、受け付けた補助金交付申請に係

る補助額が予算の範囲を超えると認められるときは、補助金交付申請の受付を停止する。 

 （補助金の交付決定） 

第６条 町長は、前条の規定による申請があったときは、これを審査し、補助金の交付の可否について決定するもの

とする。 

２ 町長は、前項の決定をしたときは、大槌町住まいの省エネルギー改修推進事業補助金交付決定（却下）通知書

（様式第２号）により、申請者に通知するものとする。 



 （事業内容の変更等の申請） 

第７条 補助金の交付の決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、事業内容に変更が生じたときは、大槌

町住まいの省エネルギー改修推進事業内容変更・中止・廃止承認申請書（様式第３号）に、別表第４に定める変更

等の内容が確認できる書類を添えて速やかに町長に提出しなければならない。 

 （事業内容の変更等の承認） 

第８条 町長は、前条の規定による申請があったときは、これを審査し、事業内容の変更等を承認したときは、大槌

町住まいの省エネルギー改修推進事業内容変更・中止・廃止承認通知書（様式第４号）及び大槌町住まいの省エネ

ルギー改修推進事業補助金交付決定変更（取消）通知書（様式第５号）により通知するものとする。 

 （実績報告） 

第９条 補助事業者は、事業が完了したときは、大槌町住まいの省エネルギー改修推進事業実績報告書（様式第６

号）に、別表第５に定める書類を添えて速やかに町長に提出しなければならない。 

（補助金額の確定） 

第10条 町長は、前条の規定による実績の報告があったときは、これを審査し、補助金の額を確定し、大槌町住まい

の省エネルギー改修推進事業補助金確定通知書（様式第７号）により補助事業者に通知するものとする。 

 （補助金の交付） 

第11条 補助金は、前条による額の確定通知後、大槌町住まいの省エネルギー改修推進事業補助金交付請求書（様式

第８号）による補助事業者の請求に基づき交付するものとする。 

 （委任） 

第12条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、町長が定める。 

   附 則 

 この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和８年４月30日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和８年10月１日から施行する。



別表第１（第４条関係） 

項目 補助対象となる工事（必須工事） 左記工事と併せて補助対象となる工事 

省
エ
ネ
基
準 

対象工事 仕様基準を満たす、開口部・躯体の断熱改修工事 必須工事と併せて実施する設備の高効率化工事 

対象建材 
開口部：みらいエコ住宅2026事業の対象型番（省エネ基準レベル） 

躯体（断熱材）：みらいエコ住宅2026事業の対象型番（省エネ基準レベル） 
みらいエコ住宅2026事業の対象型番（省エネ基準レベル） 

Ｚ
Ｅ
Ｈ
水
準 

対象工事 ZEH仕様基準を満たす、開口部・躯体の断熱改修工事 必須工事と併せて実施する設備の高効率化工事 

対象建材 
開口部：みらいエコ住宅2026事業の対象型番（ZEHレベル） 

躯体（断熱材）：みらいエコ住宅2026事業の対象型番（ZEHレベル） 
みらいエコ住宅2026事業の対象型番（ZEHレベル） 

 



別表第２（第４条関係） 

〇：補助対象設備 ×：補助対象外設備 

工事種別 要件等 
基準への適合 

省エネ基準 ZEH水準 

み
ら
い
エ
コ
２
０
２
６
事
業
の
エ
コ
住
宅
設
備
又
は
特
定
エ
コ
設
備 

太陽熱利用システム 

強制循環式のもので、JIS A4112:2020に規定する「太陽集熱器」の性能と同等以上の性能を有することが確認できる

こと（蓄熱槽がある場合には、JIS A4113:2021に規定する太陽蓄熱槽と同等以上の性能を有することが確認できるこ

と。）。 

〇 〇 

節水型トイレ 

掃除しやすい機能を有するもの以外 JIS A5207:2011に規定する「タンク式節水Ⅱ型大便器」若しくは「洗浄弁

式節水Ⅱ型大便器」、JIS A5207:2014に規定する「タンク式節水Ⅱ型大便

器」若しくは「専用洗浄弁式節水Ⅱ型大便器」又はJIS A5207:2019又は

JIS A5207:2022に規定する「タンク式Ⅱ型大便器」若しくは「専用洗浄弁

式Ⅱ型大便器」と同等以上の性能を有すること。 

〇 〇 

掃除しやすい機能を有するもの 上記の節水に関する規準に加え、(1)～(3)のいずれかを満たすトイレであ

ること。 

(1)総高さ700㎜以下に低く抑えていること。 

(2)背面にキャビネット（造作されたものを除く。）を備え、洗浄タンクを

内包していること。 

(3)便器ボウル内を除菌する機能を備えている（第三者機関により、99％

以上の除菌性能が評価されていること。ただし、便器ボウル表面の加工技

術のみによるものは除く。）こと。 

〇 〇 

高断熱浴槽 JIS A5532:2011に規定する「高断熱浴槽」と同等以上の性能を有すること。 〇 〇※１ 

高効率給湯器 

ヒートポンプ給湯機（エコキュート） 
JIS C9220:2018に基づく年間給湯保温効率、又は年間給湯効率が3.0以上

（ただし寒冷地仕様は2.7以上）であること。 
〇 〇※２ 

潜熱回収型ガス給湯器（エコジョーズ） 

給湯暖房器にあっては、給湯部熱効率が94％以上であること。 

給湯単能器、ふろ給湯器にあっては、モード熱効率が83.7％以上であるこ

と。 

〇 〇※２ 



潜熱回収型石油給湯機（エコフィール） 

油だき温水ボイラーにあっては、連続給湯効率が94％以上であること。 

石油給湯機の直圧式にあっては、モード熱効率が81.3％以上であること。 

石油給湯機の貯湯式にあっては、74.6％以上であること。 

〇 〇※２ 

電気ヒートポンプ・ガス瞬間式併用型給

湯機（ハイブリッド給湯機） 

熱源設備は、電気式ヒートポンプとガス補助熱源機を併用するシステムで

貯湯タンクを持ち、年間給湯効率（JGKAS A705）が102％以上であるこ

と。 

〇 〇 

節湯水栓 JIS B2061:2023に規定する「節湯形」の水栓と同等以上の機能を有すること。 〇 〇※３ 

蓄電池 
定置用リチウム蓄電池のうち、一般社団法人環境共創イニシアチブにおいて令和４年度以降登録・公表されている蓄

電システムであること。 
〇 〇 

高効率エアコン 定格冷房エネルギー消費効率の区分（い）を満たすエアコンであること。 〇 〇 

第一種換気設備 

第一種換気設備（給気と排気の双方のために送風機を用いるもの）であり、熱交換機能を有する（給気と排気を同時

に行う設備（同時給排）を対象とするが、給気と排気が一定時間ごとに切り替わる熱交換型換気設備を設置する場合

は、全般換気（建築基準法施行令第20条の８に該当）として認められていることを確認したうえで、第三者試験機関

が実施した試験の「試験成績書」により該当するJIS（JIS B8639:2017）に基づく性能値（熱交換効率等）を必須と

する。）設備であることに加え、以下のA～Cのいずれかを満たす設備であること。 

A ダクト有り、DCモーター付き、有効換気量率80％以上 

B ダクト無し、温度交換効率70％以上 

C 比消費電力0.3W/（m³/h） 

〇 〇 

※１ 「ヒートポンプ給湯機、潜熱回収型ガス給湯器、潜熱回収型石油給湯機、電気ヒートポンプ・ガス瞬間式併用型給湯機（ハイブリッド給湯機）」のいずれかと「節湯水栓

（浴室シャワー水栓に限る。）」と３つセットの場合に限る。（セットとなる設備は、既設の場合も可とする。） 

※２ 「節湯水栓（浴室シャワー水栓に限る。）」と「高断熱浴槽」と３つセットの場合に限る。（セットとなる設備は、既設の場合も可とする。） 

※３ 浴室シャワー水栓で、「ヒートポンプ給湯機、潜熱回収型ガス給湯器、潜熱回収型石油給湯機、電気ヒートポンプ・ガス瞬間式併用型給湯機（ハイブリッド給湯機）」のいず

れかと「高断熱浴槽」と３つセットの場合に限る。（セットとなる設備は、既設の場合も可とする。）  

 



別表第３（第５条関係） 

項
目 添付書類 内容※ 

共
通 

１．事業計画書（別紙１（様式第１号関係））  

２．経費配分書（別紙２（様式第１号関係））  

３．住宅の所在地及び所有者が確認できる書類 

・固定資産税納税通知書の写し 

・登記事項証明書の写し 

・その他町長が認めるもの 

４．住宅の延べ面積が確認できる書類 
・確認済証の写し 

・その他町長が認めるもの 

５．住宅の現状が確認できる書類 
・改修する箇所の現況写真（配置図、平面図等に撮影位置を図示すること） 

・その他町長が認めるもの 

６．事業の開始日が確認できる書類 
・契約書の写し 

・その他町長が認めるもの 

７．耐震基準に適合することが確認できる書類 

・耐震診断結果の写し 

・住宅性能評価書の写し 

・確認済証の写し 

・その他町長が認めるもの 

８．その他町長が必要と認めるもの  

部
分
改
修 

１．国で定める基準を満たす工事内容であることが確認できる書類 

・建材・設備の型番が確認できる性能証明書の写し 

・カタログの写し 

・その他町長が認めるもの 

※内容の列に記載されている書類等のうち、いずれか一つを添付すること 



別表第４（第７条関係） 

項
目 添付書類 

変
更 

１．事業計画書（別紙１（様式第１号関係）） 

２．経費配分書（別紙２（様式第１号関係）） 

３．その他町長が必要と認める書類 

中
止
・
廃
止 

１．町長が必要と認める書類 



別表第５（第９条関係） 

※内容の列に記載されている書類等のうち、いずれか一つを添付すること 

項
目 

提出書類 内容※ 

共
通 

１．事業実績書（別紙１（様式第６号関係））  

２．補助金支出表（別紙２（様式第６号関係））  

３．事業に要した経費を支出したことが確認できる書類 
・領収書の写し 

・その他町長が認めるもの 

４．その他町長が必要と認める書類  

省
エ
ネ
診
断 

１．省エネ診断の結果が確認できる書類 
・既存住宅の調査に係る報告書 

・その他町長が認めるもの 

計
画
策
定 

１．計画策定を実施したことが確認できる書類 
・計画策定に係る報告書 

・その他町長が認めるもの 

省
エ
ネ
改
修
共
通 

１．国で定める基準を満たした工事内容となったことが確認できる書類 
・改修した箇所の写真（配置図、平面図等に撮影位置を図示すること） 

・その他町長が認めるもの 

全
体
改
修 

１．省エネ基準又はZEH水準に適合したことが確認できる書類 

・住宅性能評価書の写し 

・BELS評価書の写し 

・その他町長が認めるもの 


